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令和９年度   予  算  編  成  方  針  
 

我 が 国 の 経 済 は 、雇 用・所 得 環 境 の 改 善 や 企 業 の 設 備 投 資 の 増 加 を 背

景 に 、緩 や か な 回 復 基 調 が 続 い て い る も の の 、物 価 高 騰 の 長 期 化 や 深 刻

化 す る 人 手 不 足 、人 件 費 の 上 昇 な ど に よ り 、先 行 き は 依 然 と し て 不 透 明

な 状 況 に あ る 。こ う し た 中 、国 は 持 続 的 な 賃 上 げ と 成 長 型 経 済 へ の 移 行

の 実 現 に 向 け た 取 り 組 み を 進 め て い る と こ ろ で あ る が 、巨 額 の 債 務 残 高

や 財 政 収 支 の 悪 化 へ の 懸 念 な ど に よ り 、 長 期 金 利 の 上 昇 が 続 い て い る 。

ま た 、給 付 付 き 税 額 控 除 な ど 新 た な 地 方 負 担 が 生 じ る 可 能 性 が あ る 施 策

も 示 さ れ て お り 、 国 ・ 地 方 の 財 政 環 境 が 引 き 続 き 厳 し い 状 況 に あ る 中 、

本 市 に お い て も 、経 済・財 政 情 勢 の 動 向 を 注 視 し な が ら 、持 続 可 能 な 財

政 運 営 に 努 め て い く 必 要 が あ る 。  
 
本 市 に お い て は「 岐 阜 市 未 来 の ま ち づ く り 構 想 」に 掲 げ る ２ ０ ４ ０ 年

頃 の ま ち の 将 来 像 の 実 現 に 向 け 、未 来 へ の 投 資 を 着 実 に 推 進 し つ つ 、積

年 の 課 題 に 取 り 組 む こ と が 重 要 で あ る 。こ う し た 中 、令 和 ９ 年 度 予 算 編

成 に お い て は 、 ｢一 年 勝 負 」 、 ｢プ ラ イ オ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト ｣、 「 社 会

関 係 資 本（ ソ ー シ ャ ル キ ャ ピ タ ル ）と 住 民 自 治 」の ３ つ の キ ー ワ ー ド を

柱 と し 、特 に 重 点 を 置 い て 取 り 組 む 政 策 の ベ ク ト ル を 、① こ ど も フ ァ ー

ス ト 、② 経 済 活 性 化 、③ 岐 阜 を 動 か す 社 会 基 盤 整 備 、④ 持 続 可 能 で 幸 せ

な 市 民 生 活 の ４ つ と す る 。  

 
１  国 の 令 和 ９ 年 度 予 算 編 成 の 動 向  
（ １ ） 国 の 重 点 政 策 の 方 向 性  

去 る ７ 月 ２ １ 日 に 閣 議 決 定 さ れ た「 経 済 財 政 運 営 と 改 革 の 基 本 方 針

２ ０ ２ ６ 」、い わ ゆ る『 骨 太 方 針 ２ ０ ２ ６ 』で は 、「 責 任 あ る 積 極 財

政 」の も と 、「 強 い 経 済 」の 構 築 と「 財 政 の 持 続 可 能 性 」の 両 立 を 目

指 す 方 針 が 示 さ れ た 。同 方 針 で は 、Ａ Ｉ・Ｄ Ｘ 、半 導 体 、経 済 安 全 保

障 、防 災・減 災 、国 土 強 靱 化 な ど の 重 点 分 野 へ の 投 資 を 拡 大 し 、国 内

投 資 と 生 産 性 の 向 上 を 図 る こ と と し て い る 。 地 方 自 治 体 に お い て も 、

人 口 減 少 や 物 価 高 騰 へ の 対 応 を 図 り つ つ 、成 長 力 強 化 と 安 全・安 心 の

確 保 に 向 け た 取 り 組 み を 推 進 す る こ と が 求 め ら れ て い る 。  
 

（ ２ ） 令 和 ９ 年 度 概 算 要 求 の 概 要 及 び 今 後 の 動 向  
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令 和 ９ 年 度 一 般 会 計 予 算 に か か る 概 算 要 求 に つ い て は 、「 強 く 豊 か

な 日 本 」投 資 枠 の 創 設 、補 正 予 算 依 存 か ら 脱 却 し た 恒 常 的 な 施 策 の 当

初 予 算 措 置 、長 期 金 利 の 上 昇 傾 向 を 踏 ま え た 国 債 費 の 増 額 な ど に よ り 、

要 求 総 額 は 過 去 最 大 を 更 新 し 、一 般 会 計 は １ ４ ３ 兆 円 台 と な っ て い る 。 

さ ら に 、「 国 土 強 靭 化 」や「 防 災 減 災 」な ど 、予 算 金 額 が 確 定 し て

い な い 「 事 項 要 求 」 が 多 数 含 ま れ て い る 。  

 

２  令 和 ９ 年 度 地 方 財 政 計 画 の 動 向  

（ １ ） 地 方 財 政 収 支 の 仮 試 算  

総 務 省 は ８ 月 ３ １ 日 、地 方 交 付 税 概 算 要 求 額 な ど に 基 づ く『 令 和 ９

年 度 地 方 財 政 収 支 の 仮 試 算 』を 公 表 し た 。地 方 の 安 定 的 な 財 政 運 営 に

必 要 と な る 一 般 財 源 の 総 額 に つ い て 、令 和 ８ 年 度 地 方 財 政 計 画 の 水 準

を 下 回 ら な い よ う 実 質 的 に 同 水 準 を 確 保 す る 内 容 と な っ て い る 。  

 
（ ２ ） 地 方 財 政 収 支 の 歳 出  

歳 出 は 、 公 債 費 な ど を 除 い た 政 策 経 費 で あ る 一 般 歳 出 で 、 2.9％ 増

の ８ ７ 兆 ５ 千 億 円 と 試 算 し て い る 。  

主 な 内 訳 と し て 、  

・ 給 与 関 係 経 費 は 、 3.3％ 増 の ２ ４ 兆 ８ 千 億 円 。  

・ 一 般 行 政 経 費 は 、 社 会 保 障 関 係 費 の 増 な ど を 見 込 み 、  

            3.5％ 増 の ４ ７ 兆 １ 千 億 円 。  

・ 国 庫 補 助 分 は 、   4.2％ 増 の ２ ９ 兆 ２ 千 億 円 。  

・ 地 方 単 独 分 は 、   2.5％ 増 の １ ４ 兆 ８ 千 億 円 。  

・ 投 資 的 経 費 は 、 2.4％ 増 の １ ２ 兆 ８ 千 億 円 。  

・ 直 轄 、 補 助 分 は 、 前 年 同 額 の ５ 兆 ７ 千 億 円 。  

・ 地 方 単 独 分 は 、   4.4％ 増 の ７ 兆 １ 千 億 円 。  

 

（ ３ ） 地 方 財 政 収 支 の 歳 入  

歳 入 は 、一 般 財 源 総 額 で 2.2％ 増 の ７ ３ 兆 ６ 千 億 円 と 試 算 し て い る 。 

主 な 内 訳 と し て 、  

・ 地 方 税 等 は 、 1.3％ 増 の ５ １ 兆 ７ 千 億 円 。  

・ 地 方 税 は 、 1.3％ 増 の ４ ８ 兆 ５ 千 億 円 。  

・ 地 方 譲 与 税 は 、 0.5％ 増 の ３ 兆 ２ 千 億 円 。  

・ 地 方 交 付 税 は 、 4.3％ 増 の ２ １ 兆 １ 千 億 円 。  

・ 地 方 債 総 額 は 、 2.0％ 増 の ６ 兆 ３ 千 億 円 。  
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３  令 和 ９ 年 度 の 岐 阜 市 財 政 見 通 し  
（ １ ） 歳 入 面  

本 市 の 市 税 収 入 に つ い て は 、令 和 ６ 年 度 決 算 は ６ ６ ０ 億 円 で あ っ た

が 、令 和 ７ 年 度 決 算 は 、給 与 所 得 の 増 加 に 加 え 個 人 市 民 税 の 定 額 減 税

の 縮 小 に よ り 、前 年 度 比 ３ ２ 億 円 増 の ６ ９ ２ 億 円 と な っ た 。令 和 ８ 年

度 は 、引 き 続 き 給 与 所 得 の 増 加 に よ る 個 人 市 民 税 の 増 な ど に よ り 、前

年 度 か ら １ ９ 億 円 増 と な る ７ １ １ 億 円 程 度 に な る 見 込 み で あ る 。令 和

９ 年 度 に お い て も 、更 な る 個 人 市 民 税 の 増 な ど に よ り 、令 和 ８ 年 度 の

見 込 み か ら ２ 億 円 増 の ７ １ ３ 億 円 程 度 に な る も の と 見 込 ん で い る 。  

 

地 方 譲 与 税 等 に つ い て は 、消 費 拡 大 に 伴 い 、前 年 度 予 算 に 比 べ ５ 億

円 増 の １ ７ ４ 億 円 程 度 を 見 込 ん で い る 。な お 、飲 食 料 品 に 係 る 消 費 税

率 １ ％ へ の 引 き 下 げ 影 響 な ど に よ る 地 方 消 費 税 交 付 金 の 減 収 分 に つ

い て は 、 同 等 の 額 を 特 例 交 付 金 に 見 込 ん で い る 。  

 

地 方 交 付 税 は 、 国 の 地 方 財 政 収 支 の 仮 試 算 で 前年度比４．３％ 増 と

の 見 通 し が 示 さ れ た 。本 市 の 令 和 ８ 年 度 決 算 見 込 額 １ ６ ４ 億 円 を ベ ー

ス に 、地 方 財 政 収 支 の 仮 試 算 及 び 算 定 に 係 る 需 要・収 入 額 の 増 減 要 素

な ど を 勘 案 し 、１ ７ ３ 億 円 を 見 込 ん で い る 。な お 、地 方 交 付 税 の 代 替

と な る 臨 時 財 政 対 策 債 に つ い て は 、 引 き 続 き ゼ ロ と す る 。  

 

財 政 調 整 基 金 か ら の 繰 入 金 に つ い て は 、持 続 可 能 な 財 政 基 盤 の 堅 持

に 向 け 、基 金 の 取 り 崩 し を 極 力 抑 制 す る こ と が 求 め ら れ る が 、市 民 サ

ー ビ ス に 支 障 を 来 す こ と が な い よ う 必 要 な 財 源 の 繰 り 入 れ を 行 う こ

と と す る 。  

 

（ ２ ） 歳 出 面  

人 件 費 に つ い て は 、 令 和 ８ 年 人 事 院 勧 告 に 伴 う 給 与 等 の 増 の 一 方 、

定 年 退 職 者 の 減 少 に よ る 退 職 手 当 の 減 な ど に よ り ４ 億 円 程 度 の 減 を

見 込 ん で い る 。  

 

扶 助 費 及 び 繰 出 金 に つ い て は 、障 が い 者・児 サ ー ビ ス 給 付 費 の 増 加

の ほ か 、介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 へ の 繰 出 金 な ど の さ ら な る 増 加 が 見 込

ま れ る 。  
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ま た 、政 策 的・管 理 的 経 費 に つ い て は 、公 共 施 設 等 マ ネ ジ メ ン ト に

加 え 、名 鉄 名 古 屋 本 線 鉄 道 高 架 化 事 業 や 柳 津 地 域 も の づ く り 産 業 等 集

積 地 整 備 、セ ン タ ー ゾ ー ン 関 連 事 業 な ど 、本 市 の 将 来 を 展 望 し 実 施 す

る 成 長 投 資 事 業 に か か る 財 政 需 要 が 見 込 ま れ る 。  

 

こ う し た 厳 し い 財 政 環 境 を 認 識 し た う え で 、取 り 組 む べ き 施 策 に つ

い て 、現 下 の 社 会 経 済 情 勢 を 的 確 に 把 握 し 、Ｅ Ｂ Ｐ Ｍ の 考 え 方 を 踏 ま

え た 事 業 構 築 及 び 既 存 事 業 の 抜 本 的 見 直 し を 図 る と と も に 、Ｄ Ｘ 、オ

ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン 等 の 推 進 を 図 り な が ら 、予 算 編 成 を 行 う こ と と

す る 。  

 

４  基 本 的 方 針  
・ 健 全 な 財 政 基 盤 を 堅 持 す る た め 、「 当 該 年 度 の 歳 入 に よ り 歳 出 を

賄 う 」 と い う 原 則 の も と 予 算 編 成 に 取 り 組 む も の と す る 。  

 

・ 「 岐 阜 市 未 来 の ま ち づ く り 構 想 」に 掲 げ る ２ ０ ４ ０ 年 頃 の ま ち の

将 来 像 の 実 現 に 向 け 、新 た な ま ち づ く り の 考 え 方 や 方 向 性 を 踏 ま え 、

持 続 可 能 な 社 会 の 形 成 に 向 け た 施 策 の 立 案 に 努 め る こ と 。  

 

・  国 の 制 度 改 正 な ど の 状 況 を 注 視 し 、 柔 軟 か つ 迅 速 な 対 応 を 図 る

こ と 。 ま た 、 補 助 金 等 、 国 や 県 の 支 援 を 最 大 限 活 用 す る こ と 。  

 

・ 社 会 保 障 関 係 経 費 や 人 件 費 の 増 加 に 加 え 、物 価 上 昇 や 金 利 上 昇 の

影 響 に 伴 う 経 費 の 増 加 等 に よ り 厳 し い 財 政 状 況 が 続 く 中 で あ っ て

も 、限 ら れ た 財 源 で 本 市 の 重 要 政 策 を 実 現 す る た め 、過 去 に 捉 わ れ

る こ と な く 、ゼ ロ ベ ー ス で 事 業 を 再 構 築 す る と と も に 、経 営 的 視 点

に 立 ち 不 急 の 事 業 は 後 年 度 実 施 と す る な ど 、優 先 順 位 が 高 い 事 業 を

選 択 し 、 各 部 は 配 分 枠 を 厳 守 し 予 算 案 を 作 成 す る こ と 。  

 

・ デ ー タ 分 析 や 効 果 測 定 を 積 極 的 に 活 用 し 、新 規 事 業 の 立 案 や 事 業

の 見 直 し を 行 う な ど Ｅ Ｂ Ｐ Ｍ を 更 に 浸 透 さ せ 、ワ イ ズ ス ペ ン デ ィ ン

グ を 徹 底 す る こ と 。  

 

・  令 和 ７ 年 度 か ら ５ 年 間 の 行 財 政 改 革 の 重 点 的 な 取 り 組 み な ど を

ま と め た 「 行 財 政 改 革 プ ラ ン 」 を 確 実 に 実 行 す る こ と 。  
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ま た 、各 部 に お い て は 、最 適 な 組 織 マ ネ ジ メ ン ト の も と で 、常 に

事 務 事 業 の 見 直 し を 図 り 、す べ て の 事 業 に つ い て 効 率 性・効 果 性 の

検 証 、 歳 出 の 精 査 を 徹 底 し 、 予 算 の 重 点 化 に 取 り 組 む こ と 。  

加 え て 、公 共 施 設 を 取 り 巻 く 環 境 の 変 化 に 応 じ 、施 設 の 廃 止・統

合 等 に つ い て 検 討 を 進 め る こ と 。  

 

・ 将 来 に わ た っ て 自 立 的 、安 定 的 な 行 財 政 運 営 の 実 現 に 向 け 、税 収

な ど 、自 主 財 源 の 確 保 に 繋 が る 施 策 の 導 入 に 積 極 的 に 取 り 組 む こ と 。 

 

・  オ ー プ ン イ ノ ベ ー シ ョ ン の 考 え 方 の も と 、広 域・官 民・庁 内 連 携

を 更 に 進 め る と と も に 、公 共 施 設 等 の 整 備・運 営 に 民 間 の 資 金 や ア

イ デ ア 等 を 活 用 し 、 公 的 負 担 の 抑 制 や 効 率 化 を 図 る こ と 。  
 
・  予 算 計 上 に あ た っ て は 、 市 場 価 格 等 を 反 映 し た 事 業 の 所 要 経 費 、

実 施 手 法 及 び 法 令 根 拠 等 を 十 分 確 認 す る と と も に 、Ａ Ｉ に よ る 業 務

の 効 率 化 ・ 省 力 化 な ど を 含 め 、 適 正 な 事 務 執 行 に 努 め る こ と 。  


